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　李潔会員は，中国GDP統計・産業連関表の
検討に長く取り組んでこられ，任若恩・李潔
他（2008），李潔・佐藤勢津子・桜本健（2009），
李潔・谷口昭彦・作間逸雄（2009a）（2009b），
李潔他「訳者コラム」・「訳者解説」（許憲春
（2009）所収），李潔（2012）（2013 a）（2013 b）
（2016）など，日本語・中国語で論考・著書を
公表されてきた。今回，李潔会員は，それら
をまとめて英文で本書を公表された。

１．概要
　その目次は次のとおりである。

Forword

Chapter1 A survey of the arguments con-

cerning China’s GDP statistics

Chapter2 China’s Nominal GDP: A Com-

parison with Japan

Chapter3 Undervaluation of Imputed Rents 

in China’s GDP Compared with Japan: A 

Historical Review of Estimation Methods 

and Relevant Statistics

Chapter4 China’s Real GDP: A Comparison 

with Japan

Chapter5 Single deflation bias for value 

added: Verification using Japan’s input－out-

put tables （1960－2000） on fixed prices

　第 1章では，中国GDP（国内総生産）統計に
関する従来の議論を，1993SNA方式への移行
から始まって，世界銀行・Maddison・Rawski

らによる批判，および中国の統計関係者らに
よる反論を紹介・検討している。その概略は
次のとおりである。
　中国GDP統計は，ソビエト連邦を中心とし
た社会主義国における標準国民経済計算方式
MPS方式だったが，1993年にSNA方式に移
行した。そのMPSからSNA方式への移行期
について，World Bank（1992）が中国政府の
GDP推計を過小と指摘し，上方修正した。さ
らにWorld Bank（1994）は1992年の中国GDP

を30％以上の上方修正している。これは1998

年まで続き，1999年に中国当局は世界銀行の
指摘を受け入れた。当時の中国では統計にお
いても，まだ社会主義時代の制度が残ってお
り，SNA移行期にも影響を残していたMPS方
式は物財だけを生産とするため，サービス統
計が弱かった。また社会主義制度のため，直
接調査・集計よりも行政報告による集計が主
だった。また，市場ではなく政府による価格
決定という特徴もあった。
　この期における論点について本書は，詳細
な対比表（表 1－1）にまとめている。世界銀
行による中国GDPの評価・修正とXu（許憲
春）（1999）・許（2000）および中国国家統計局
（NBS）などによる反駁を，SNAと中国統計の
概念不一致の調整（家計による穀物消費・在
庫変動・企業内福利サービス・減価償却費・
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企業損失に対する政府補助など），対象範囲
の調整（穀物産出・野菜産出・都市および農
村製造業など），評価方法の調整（資本と土地
の収益率が製造業において他産業より高い）
としての一覧にまとめている。
　続いて，Maddison（1995）・（1998）が，1987

年中国産業連関表を用いて 1952－95年中国
GDPを推計し，中国政府推計の成長率は過大
（農業の成長率過小推計だが製造業他のイン
フレ率過小＝実質成長率過大）であり，GDP

は反対に過小推計だと指摘した。
　2000年代に入ると，Rawski（2001）が，労働
統計・エネルギー統計とGDP成長率の不整
合を根拠にして，中国政府推計の高成長率に
疑問を呈した。本書は，これらに対する許憲
春ら中国の統計関係者による反論を紹介して
いる。さらにKlein＆Ozmucur（2002）が，よ
り広い統計で見ると統計間で一致した動きが
見られ，中国のような大国について個別指標
の検討によって全体を論じるのは困難だと主
張していることも紹介している。さらに日本
における議論について，もっぱら中国GDP統
計当局の主張に理解を示す大西（2002）・張
（2002）・小川（2003）ら経済統計学会会員の
議論に加えて，批判的な高橋（2004）・真家
（2006）らの議論にも言及している。
　これに加えて小島（2003）が，中央と地方の
不一致という論点を提起している。すなわち
GDPと域内総生産（GRP）合計の関係である。
日本の統計制度は，中央では省庁ごとに分散
しているが，中央－地方の関係は密接である。
日本では，GDP統計は統計法に基づいて最重
要統計であり，支出推計である。県内総生産
（GRP）は各都道府県が独立して推計するが，
支出推計用の統計が地方で存在しないため生
産推計しており，GDPと県内総生産合計は一
致しない。それに対して，中国においては，中
央では統計業務は国家統計局に集中している
が，地方（省）と中央とは分散的で，地方当局
は独立してGRPを推計し，その際の使用統計

も相違している。そのため，中国においても
GDPと地域内総生産（GRP）合計は一致しな
い。中国と日本のGDPと地域内総生産合計の
差は両国とも，GDP＜地域内総生産合計，と
なっているが，中国のほうが差は大きい（本
書 1－3表）。
　さらに小島（2003）は，伝統的な報告システ
ムによる集計における集計段階に疑惑を指摘
している。
　本書は，中央－地方の問題に対しては，中央
－地方の関係および地域内総生産について，
SNAは厳密に規定していないことを指摘し
たうえで，中国経済センサス後のGDP修正に
よって地域内総生産合計に近づいている，と
述べる。報告システムの問題については，
1990年代に中国統計局は集計方法を再検討
し，直接集計への移行を開始していることを，
本書は指摘している。
　2000年代に入ってもMPS方式が論点と
なっている。高橋（2004）は，中国にはMPSの
生産概念が残っているため，生産の範囲が物
財中心で，統計も物財，および物財に直接関
係するサービス（運輸・物財関係の商業）が
中心であり，第三次産業の統計が不十分であ
り，GDP統計の推計もその影響を受けている
と主張した。
　さらに真家（2006）は，中国GDP推計にお
けるFISIMや自己所有住宅の固定資本減耗の
問題を指摘している。
　これらの問題について本書は，中国GDP推
計は1991年までMPS方式の間接的推計だっ
たが，2004年までに順次，第2次・3次産業・
サービス推計の充実・FISIM導入・持家の固
定資本減耗等を導入し，上方修正していった
ことを指摘し，1990年代初期中国GDP過小
という世界銀行による指摘は妥当だが，2000

年以来の中国GDP過大推計という議論も結
果として中国統計局が望む方向に進んだ，と
評価している。
　第 2章は，GDP推計方法，産業別・最終需
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要カテゴリー別推計，四半期推計を扱ってい
る。それらを，中国と日本との対比によって
論じている。
　まず，日本の産業連関表に基づく方法につ
いて詳しく説明している。日本は産業連関表
を利用したコモディティ＝フロー法によって
GDP統計を推計している。コモディティ＝フ
ロー法は68SNA方式以降の標準であり，需要
と生産のバランスを保てるという長所を持つ。
日本の特徴として中央では各省庁が分散的に
独自に統計作成しているが，それらの各種の
需要統計・生産統計を産業連関表によってバ
ランスさせている。日本のGDPについて支出
推計と生産推計の差，すなわち統計上の不突
合（本書表 2－1）を比較的小さいと，本書は
評価している。
　中国GDP推計について，本書はまず中国政
府文書に依りながらGDP推計の歴史的変遷
を整理している（本書表 2－2）。初期には，
報告統計は生産側の統計のみであり，また
MPS方式に基づく指標から作成していたた
め，生産 /所得法で推計された付加価値だけ
が推計されていた。1992年にMPS方式への
準拠を停止し，1995年から基礎統計と推計方
法の作業を開始し， 2014年の G D Pから
2008SNAに準拠するに至った。本書は，GDP

推計の大きな転機として経済センサスを評価
している。
　中国は，年次の産業連関表がないため，産
業別の付加価値法によってGDP統計を推計
している。中国GDPにおける支出推計と生産
推計の差（表 2－3）は，日本より大きいが，
第 3回経済センサス後は日本と同水準になっ
たと本書は評価する。
　表 2－5 で中国・日本のGDP推計方法を
比較している。
　さらに四半期GDPについても論じている。
　推計の両国比較として本書は，中国GDP統
計は，統計システムの制約のため多くの妥協
をしていたが，1990年代に始まる国際的批判

を受けて基礎統計・推計方法も改善の方向に
ある，と評価する。
　第 3章では，持ち家の帰属家賃を論じ，日
本は大きく，中国は過小の可能性がある，と
する。
　第 4章は，中国と日本の実質GDP推計方法
（表 4－1）を論じている。中国は，基礎統計
が不十分なため，基本的にはシングル＝デフ
レーション（＝名目付加価値 /デフレータ）に
依っている。さらに中国については産業ごと
の実質化を見ると，農林水産業では，基準年
価格の固定価格表があるので，「実質付加価
値＝固定価格産出－固定価格投入」として求
めている。鉱工業・建設業では，基準年価格
の固定価格表を用い，「実質付加価値＝固定
価格産出 /産出デフレータ」として求めてい
る。運輸通信以外の第 3次産業は，シングル
＝デフレーションによって実質化している。
　日本は SNA方式に従ってダブル＝デフ
レーション（＝実質産出－実質投入）による
実質化だから，その点でも両国のGDP統計の
実質値に差が生じる。
　本書は，68SNAではダブル＝デフレーショ
ンが標準・推奨だったが，2008SNAではシン
グル＝デフレーションも許容していると留保
したうえで，理論的に，中間財と最終財のデ
フレータの動きの差によって食い違いが生じ
ると述べる。
　第 5章では，日本を対象にしてシングル＝
デフレーションとダブル＝デフレーションの
バイアスを論じている。日本について，実際
に両者を計算し，1970～ 80年代にはシング
ルがダブルより小さかったが，その後は，シ
ングルがダブルより大きいことを確認し，シ
ングルは成長率大の傾向としている。

２．意義
　Xu（許憲春）が当事者であるのに対して，
本書は客観的に，中国の統計が抱える不十分
点はリアルに見るが，しかし批判一方ではな
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く，発展途上の不十分点としてその原因と改
善の方向を見ている。たとえば，MPS方式の
名残り，地方と中央の関係，基礎統計の不備，
産業連関表についての検討である。
　すでにXu（許憲春）らが英文で中国国民経
済計算に関する論考を公表している。それら
と比べた本書の特徴は，推計方法・統計制度
について日本との比較という視点があること
である。日本の国民経済計算を英文で紹介し
た文献としては，『国民経済計算年報』の英文
版の解説があるが，それ以外は少ない。本書
は，中国の国民経済計算にとどまらず日本の
国民経済計算を英文で紹介という意義を持っ
ている。とりわけ，日本のコモディティ＝フ
ロー法によるGDP統計作成，中央は分散だ

が，中央－地方は集中という統計制度などに
ついての検討である。
　さらに，日本における中国GDP統計に関す
る議論は，中国統計当局への理解を示す意見
も批判的な主張も多くは日本語で書かれてい
るが，それらを英文で紹介したことも本書の
意義である。
　実質値についての検討──シングル＝デ
フレーション /ダブル＝デフレーション──
も本書の独自のものである。日本を対象にこ
の 2つの方法を実際に比較している。今後さ
らに中国について実際の比較・検討の試みが
課題であろう。さらに，帰属家賃や四半期
GDPの検討も本書の特徴である。
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機関誌『統計学』投稿規程

　経済統計学会（以下，本会）会則第 3条に定める事業として，『統計学』（電子媒体を含む。以
下，本誌）は原則として年に 2回（9月，3月）発行される。本誌の編集は「経済統計学会編集委
員会規程」（以下，委員会規程）にもとづき，編集委員会が行う。投稿は一般投稿と編集委員会
による執筆依頼によるものとし，いずれの場合も原則として，本投稿規程にしたがって処理さ
れる。
１．総則
1－1　投稿者
　会員（資格停止会員を除く）は本誌に投稿することができる。

1－2　非会員の投稿
⑴　原稿が複数の執筆者による場合，筆頭執筆者は本会会員でなければならない。
⑵　常任理事会と協議の上，編集委員会は非会員に投稿を依頼することができる。
⑶　本誌に投稿する非会員は，本投稿規程に同意したものとみなす。

1－3　未発表
　投稿は未発表ないし他に公表予定のない原稿に限る。

1－4　投稿の採否
　投稿の採否は，審査の結果にもとづき，編集委員会が決定する。その際，編集委員会は
原稿の訂正を求めることがある。

1－5　執筆要綱
　原稿作成には本会執筆要綱にしたがう。

２．記事の分類
2－1　研究論文
　以下のいずれかに該当するもの。
⒜　 統計およびそれに関連した分野において，新知見を含む会員の独創的な研究成果をま

とめたもの。
⒝　 学術的な新規性を有し，今後の研究の発展可能性を期待できるもので，速やかな成果

の公表を目的とするもの。
2－2　報告論文
　研究論文に準じる内容で，研究成果の速やかな報告をとくに目的とする。

2－3　書評
　統計関連図書や会員の著書などの紹介・批評。

2－4　資料
　各種統計の紹介・解題や会員が行った調査や統計についての記録など。

2－5　フォーラム
　本会の運営方法や統計，統計学の諸問題にたいする意見・批判・反論など。

2－6　海外統計事情
　諸外国の統計や学会などについての報告。

2－7　その他
　全国研究大会・会員総会記事，支部だより，その他本会の目的を達成するために有益と
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思われる記事。
３．原稿の提出
3－1　投稿
　原稿の投稿は常時受け付ける。

3－2　原稿の送付
　原則として，原稿は執筆者情報を匿名化したPDFファイルを電子メールに添付して編集
委員長へ送付する。なお，ファイルは『統計学』の印刷レイアウトに準じたPDFファイルで
あることが望ましい。

3－3　原稿の返却
　投稿された原稿（電子媒体を含む）は，一切返却しない。
3－4　校正
　著者校正は初校のみとし，大幅な変更は認めない。初校は速やかに校正し期限までに返
送するものとする。

3－5　投稿などにかかわる費用
⑴　投稿料は徴収しない。
⑵　 掲載原稿の全部もしくは一部について電子媒体が提出されない場合，編集委員会は製

版にかかる経費を執筆者（複数の場合には筆頭執筆者）に請求することができる。
⑶　 別刷は，研究論文，報告論文については30部までを無料とし，それ以外は実費を徴収
する。

⑷　  3－4項にもかかわらず，原稿に大幅な変更が加えられた場合，編集委員会は掲載の留
保または実費の徴収などを行うことがある。

⑸　 非会員を共同執筆者とする投稿原稿が掲載された場合，その投稿が編集委員会の依頼
によるときを除いて，当該非会員は年会費の半額を掲載料として，本会に納入しなけ
ればならない。

3－6　掲載証明
　掲載が決定した原稿の「受理証明書」は学会長が交付する。

４．著作権
4－1　本誌の著作権は本会に帰属する。
4－2 　本誌に掲載された記事の発行時に会員であった執筆者もしくはその遺族がその単著記
事を転載するときには，出所を明示するものとする。また，その共同執筆記事の転載を希
望する場合には，他の執筆者もしくはその遺族の同意を得て，所定の書面によって本会に
申し出なければならない。

4－3 　前項の規定にもかかわらず，共同執筆者もしくはその遺族が所在不明のため，もしくは
正当な理由によりその同意を得られない場合には，本会が承認するものとする。

4－4 　執筆者もしくはその遺族以外の者が転載を希望する場合には，所定の書面によって本会
に願い出て，承認を得なければならない。

4－5 　4－4項にもとづく転載にあたって，本会は転載料を徴収することができる。
4－6 　会員あるいは本誌に掲載された記事の発行時に会員であった執筆者が記事をウェブ転
載するときには，所定の書類によって本会に申し出なければならない。なお，執筆者が所
属する機関によるウェブ転載申請については，本人の転載同意書を添付するものとする。
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4－7 　会員以外の者，機関等によるウェブ転載申請については，前号を準用するものとする。
4－8 　転載を希望する記事の発行時に，その執筆者が非会員の場合には，4－4，4－5項を準用する。

1997年 7月27日制定（2001年 9月18日，2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年
9月15日，2009年 9月 5日，2012年 9月13日，2016年 9月12日一部改正）

『統計学』執筆要綱

　執筆は以下の要綱にしたがってください。原稿がはなはだしく以下の形式と異なる場合は受
理できないことがありますので，十分注意してください。
１．総則
1－1　使用できる言語
　本文は原則として日本語または英語とします。ただし，引用文，表題，論文要旨の訳な
どに限り，これら以外の言語を用いることができます。その場合，その旨を欄外に朱書し
てください。

1－2　原稿の用紙
　縦置きにしたA4判用紙のイメージで作成したものとします。

1－3　原稿の長さ
　各記事について次のとおりとします。日本語文の場合，B5判刷り上がり頁数（2段組み
1頁20字×40行）で，研究論文16頁以内，報告論文11頁以内，書評 6頁以内，資料 8頁以
内，フォーラム 4頁以内，海外統計事情 3頁以内。英語文の場合は，刷り上がり頁数で日
本語文に準じます。以上の頁数・枚数には，タイトル，著者名，論文要旨，著者の所属，図
表，注，参考文献，英文要旨などを含みます。なお，編集委員会が承認した原稿の改変に
伴う頁数の増減はこの限りではない。

1－4　原稿の表紙
　原稿の第 1ぺ一ジを表紙としてください。表紙には，日本語文の場合，表題，著者名，著
者所属機関名（学部名等まで），簡略表題，キーワードおよびそれらの英訳（著者名はヘボ
ン式のローマ字表記）を記入してください。英語文の場合，日本語文の英訳に準じます。上
記のほか著者（の代表）の連絡先および電話番号を記入ください。
　なお，研究論文および報告論文以外の原稿にはキーワードは必要ありません。
表　　　題　 内容をよく表す簡潔なものとし，副題とはコロン（：）または片側ハイフ

ン（－）で区切ってください。
簡 略 表 題　 表題が長い場合，表題のかわりに本誌の各右頁上部（柱）に印刷します。

必要に応じて15字以内で設定してください。
キーワード　 内容に深いかかわりのある用語を 5つ以内で選んでください。

1－5　論文要旨
　研究論文・報告論文については，日本語の場合，第 2ページに論文内容を要約した400字
以内の論文要旨および200語以内の英語（またはその他適切な言語）論文要旨を作成してく
ださい。英語文の場合，英語論文要旨に準じます。
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1－6　誌面に記載する執筆者の個人情報の表記
　誌面に記載する執筆者の個人情報は，原則として会員種別，所属支部（あるいは団体）名，
所属機関名とその住所，および執筆者のEメールアドレスとします。なお，所属機関名以
降の項目は掲載・非掲載を含めて本人の申し出によるものとします。

1－7　その他
　本要綱で定められていない項目は，本学会Webサイト「編集委員会からのお知らせ」を参
照してください。

２．本文
2－1　書き方
　日本語文では，横書き，新かなづかい，常用漢字を用いてください。句点（。）と読点（，）
は，1字分とってはっきり書いてください。また，欧文は続けずに，活字体で書いてくだ
さい。

2－2　区分け
　本文の区分けは，
　　　 1，1.1，⑴，（a）
など簡潔で明瞭になるよう注意して見出しを付けてください。

2－3　数式
　数式は改行して

x＝ a＋b ⑸
c＋d

のように書いてください。ただし，本文中ではx＝（a＋b）/（c＋d）のように 1行に書いてくだ
さい。本文で言及される重要な式には，上記のように式の後に（番号）をふってください。
　通常の本文は 2段組なので，長い数式は 2行にまたがることがありますのでご注意くだ
さい。数式で使用される記号は，Σやsinなどを除いてイタリックにしてください。
2－4　数字および年号
　数字は原則として算用数字を用いてください。年号は西暦を用い，本文中その他で他の
年号の使用が適当な場合もなるべく西暦を併記してください。

2－5　特殊文字，アルファベット
　ギリシャ文字は「ギ」，イタリックは「イタ」と朱書してください。また，大文字は
「大」，小文字は「小」と朱書してください。「0」（ゼロ）と「O」（オー）などの紛れやす
い文字，また上付きと下付きとを明瞭に区別してください。

３．図表
3－1　図および表
　図（グラフ，チャート，ダイアグラム）と表とは区別し，本文中に言及された順序でそれ
ぞれ続き番号を与えてください。例）図 1，表 1

3－2　図表の作成
　図表作成にあたっては，できるだけ枚数が少なく表現が簡明になるようにしてください。
　図表は本文原稿とは別途に 1葉毎に作成し，本文中に挿入箇所を朱書してください。
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４．注および参考文献
4－1　注
　注は該当個所の右肩に，1），2），3），…と通し番号をつけ，本文末に一括して記してく
ださい。例）1），2），3），4）－6）

4－2　参考文献の記載事項
　文献は次の事項を必ず記載してください。（　）内はもしあれば必ず記載すべき事項，ま
た｛　｝内は選択的な事項です。

図書：著者（編者）名，書名｛副題｝，（版数），｛発行地｝，発行所，発行年，（双書名）
雑誌：著者名，論文名｛副題｝，雑誌名，発行年｛月｝，巻数（号数），｛頁｝

4－3　参考文献のスタイルと参照方式
　書名および雑誌名は，日本語・中国語の場合は『　』，ヨーロッパ語ではイタリック，ロ
シア語では《　》を使い，論文名は，日本語・中国語の場合は「　」，ヨーロッパ語では
“　 ”を使ってください。また，『…論叢』など同名雑誌が予想される場合，（　）内に発行
機関を明示します。以下の印刷例を参考にしてください。

丸山博（1990）「人口統計研究50年」『統計学』第58号．
大橋隆憲，野村良樹（1963）『統計学総論』（上），有信堂．
Binder, D.A.（1992）, “Fitting Cox’s proportional hazards models from survey data”, 

Biometrika, 79⑴ , pp.139－147.

Box, G.E.P. and G.M. Jenkins（1970）, Time Series Analysis: Forecasting and Control, San 

Francisco, CA: Holden－Day.

　なお，同じ著者が同じ年に発表した幾つかの文献を引用するときには，1980a，1980b，
……のように区別します。参考文献リストは，和文，欧文の順にまとめ，和文は著者
名のアイウエオ順，欧文はアルファベット順に整理します。
　本文中での参考文献の引用は例えば，「丸山（1990）は…」または「Binder, D.A.（1992：
140－142）は…」，「大橋・野村（1963）は…」のようにします。（　）内のコロン以下は引
用ページを示します。

５．匿名性の確保
　匿名性を確保して査読が行われますので，掲載が決定するまでは，次の点にご留意のう
え，投稿願います。

5－1　執筆者の業績を引用する場合は，第三者の業績と同様に取り扱ってください。
5－2　謝辞は，掲載決定の通知を受けて送付する最終原稿に記載してください。
６．その他
6－1　掲載決定後の原稿提出
　掲載の決定通知を受けた場合は，MS－Word等の電子媒体原稿および印刷原稿 2部を編集
委員長に送付してください。

6－2　外国語文の校閲
　本文および論文要旨の外国語文については，著者の責任で，ネイティブなどによる十分
な文章の校閲を受けてください。

1992年 7月27日制定（2001年 9月18日，2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年
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9月15日，2010年 9月16日，2012年 9月13日，2013年 9月13日，2016年 9月12日一
部改正）

＊　 本誌111号75ページ掲載の執筆要綱の一部（「1－6　誌面に記載する執筆者の個人情報の
表記」）に誤りがありましたので，今回訂正して，投稿規程，執筆要綱の全文を掲載して
おります。（編集委員会）

『統計学』創刊60周年記念特集掲載号発行規程

　『統計学』創刊60周年記念特集論文（以下，記念特集論文）の掲載号の編集・発行作業は，経
済統計学会2014年度会員総会の決議にもとづき『統計学』創刊60周年記念事業委員会（以下，事
業委員会）が行なう。記念特集論文の掲載号（以下，記念特集掲載号）の発行は，本規程にした
がって処理される。
１　総則
1－1　テーマの確定及び原稿執筆者の選定と資格
　特定テーマに関わる論文構成の確定及び執筆者の選定は，企画案と執筆計画にもとづき，
事業委員会が行なう。

1－2　未発表
　原稿は未発表ないし他に公表予定のない原稿に限る。

1－3　原稿の採否およびレフェリー制の導入について
　提出された原稿の採否は，レフェリーによる厳格な審査の結果にもとづき，事業委員会
が決定する。レフェリーの選任は事業委員会が行なう。事業委員会は原稿の書換え，訂正
を求めることができる。

1－4　執筆要綱
　原稿作成は別に定める『統計学』創刊60周年記念特集掲載号執筆要綱にしたがう。

２　原稿の提出
2－1　原稿の締切り
　本誌発行の円滑のため，締切り日を設ける。締切り日以降に原稿が到着した場合や，訂
正を求められた原稿が期日までに訂正されない場合，掲載されないことがある。

2－2　原稿の送付
　原稿は原則として，PDFファイル（『統計学』の印刷レイアウト）を電子メールに添付して
事業委員会委員長へ送付する。

2－3　原稿の返却
　提出された原稿は，採否にかかわらず原則として返却しない。

2－4　校正
　掲載が決定した原稿の著者校正は初校のみとし，内容の変更を伴う原稿の変更は原則的
に認めない。内容の変更を伴う変更の場合は，事業委員会およびレフェリーの許可を必要
とする。初校は速やかに校正し期限までに返送するものとする。



創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES：Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第 2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員 2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適応しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事 1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事 1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長 1名をおく。
2　本会に，常任理事若干名をおく。
3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を 1名おく。
4　本会に，全国会計監査 1名をおく。

第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
1．編集委員会　　　　　　　　　　 2．全国プログラム委員会　　 3．学会賞選考委員会
4．ホームページ管理運営委員会　　 5．選挙管理委員会

第 9条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年 4月 1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受けなければならない。
付　則　 1．本会は，北海道，東北・関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
3．本会の事務所を東京都文京区音羽1－6－9　㈱音羽リスマチックにおく。

1953年10月 9日（2016年 9月12日一部改正［最新］）

執 筆 者 紹 介
岡野光洋 （大阪学院大学経済学部） 稲田義久 （甲南大学経済学部）
栗原由紀子 （立命館大学経済学部） 李　永俊 （弘前大学人文社会科学部）
中路重之 （弘前大学医学部） 村下公一 （弘前大学医学部）
高橋一平 （弘前大学医学部） 沢田かほり （弘前大学医学部）
小川雅弘 （大阪経済大学経済学部）

支 部 名 事　務　局

北　　海　　道 …………
062－8605 札幌市豊平区旭町 4－1－40

北海学園大学経済学部
　（011－841－1161）

水野谷武志

東　北・関　東 …………
192－0393 八王子市東中野 742－1

中央大学経済学部
　（042－674－3406）

伊 藤 伸 介

関　　　　　西 …………
640－8510 和歌山市栄谷 930

和歌山大学観光学部
　（073－457－8557）

大 井 達 雄
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